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総務省応急対策職員派遣制度に係る被災地派遣について 

 

１ 総務省応急対策職員派遣制度について 

   大規模災害が発生した場合、全国の地方公共団体の人的資源を最大限に活用し

被災市区町村を支援するための全国一元的な応援職員の派遣の仕組みであり、 

1 週間程度の短期派遣となる。 

 （１）派遣要請までの流れ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 （２）応援内容 

 

 

２ 石川県志賀町へ「対口支援チーム」として職員派遣（予定） 

本制度により４月２６日、青森県から県内市町村へ要請があったもの。 

（１）派遣期間 令和６年５月１９日（日）～５月２６日（日）（予定） 

        ※令和６年５月１２日（日）～６月２日（日）の間、3 班構成のうち第２

班目 

（２）派遣人数 １名（総務部） 

（３）支援内容 住家被害認定調査（２次調査）業務、罹災証明発行業務 

   

総括支援チーム 

役割 
被災市区町村が行う災害マネ

ジメントを総括的に支援 

構成 

災害マネジメント総括支援員

と災害マネジメント支援員な

ど 

対口支援チーム 

役割 
避難所の運営、罹災証明書の交付等の災害

対応業務の支援 

構成 

都道府県または指定都市を、原則１対１で

被災市区町村に割当 

○都道府県は管内市区町村と一体的に支援 

○原則として、総括支援チームとセット 
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３ 令和 5 年度～6 年度の被災地派遣実績 

派遣先 派遣期間 派遣人数等 要請ルート(関連協定等) 

秋田県男鹿市 

(水道部) 
R5.7.18-20 

【応急給水業務】 

・4名 

（技術職 3名、事務職 1名） 

日本水道協会東北地方支部 

秋田県秋田市 

(環境部) 
R5.8.8-10 

【災害廃棄物の収集運搬】 

・2名（技能労務職） 
環境省東北地方環境事務所 

秋田県秋田市

(税務部・ 

浪岡振興部) 

R5.8.24-27 

R5.8.27-9.1 

【被害家屋認定調査等】 

・４名（事務職：2名ずつ） 
総務省応急対策職員派遣制度 

富山県射水市 

（税務部） 
R6.1.14-20 

【被害家屋認定調査等】 

・１名（事務職） 
総務省応急対策職員派遣制度 

石川県七尾市 

（水道部） 
R6.1.30-2.13 

【応急給水業務】 

・16 名（技術職） 

4 名×4班交代制 

日本水道協会東北地方支部 

石川県穴水町 

（保健部） 
R6.2.1-3.13 

【避難所における住民の健康

支援、衛生管理等】 

・8名（保健師：交代制） 

厚生労働省 

石川県珠洲市 

（市民病院） 
R6.2.25-2.29 

【災害関連疾患の予防、生活環

境の改善支援】 

・1名（理学療法士） 

日本災害リハビリテーション

支援協会(JRAT) 

石川県珠洲市 

（水道部） 
R6.4.3-4.16 

【水道管路応急復旧活動】 

・8名（技術職） 

4 名×2班交代制 

（工事業者 5名×2班交代制） 

日本水道協会東北地方支部 

石川県穴水町 

（総務部） 
R6.4.1-R8.3.31 

【公費解体支援業務】 

・1名（事務職） 

総務省、全国市長会及び全国

町村会による被災市町村に対

する中長期の職員派遣制度 

石川県七尾市

（環境部） 
R6.5.10-17 

【公費解体支援業務】 

・1名（化学職） 

※一般事務支援として派遣 

環境省東北地方環境事務所 

石川県志賀町 

(総務部) 
R6.5.19-26 

【被害家屋認定調査等】 

・１名（事務職） 
総務省応急対策職員派遣制度 

 

４ 今後の体制について 

 本制度に基づく要請については、派遣要請から県への報告まで急を要すること、ま

た、経験の有無を問わず全庁に広く協力体制を敷き、スムーズに派遣を行う必要があ

るため、今後、更なる応援要請があった場合に備え、各部局の輪番制とすることから、

各部局においては人選をした上、体制を整えていただきたい。 
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[令和 6 年度 被災地派遣に係る輪番制（案）] 

Ｎｏ 部・機関名 

１ 総務部 

２ 企画部 

３ 市民部 

４ 福祉部 

５ 経済部 

６ 農林水産部 

７ 都市整備部 

８ 会計・議会・選挙管理委員会・監査委員事務局・農業委員会・交通部 

９ 教育委員会事務局 

 

※ 令和 5 年度から 6 年度に各省庁等から直接依頼があり、被災地派遣の実績がある

部について除く。（税務部・保健部・環境部・水道部・浪岡振興部・市民病院） 



青 市 人 第 ７ ２ 号 

令 和 ６ 年 ５ 月 １ 日 

 

各部・各機関の事務局等の長 様 

 

総 務 部 長 

 

令和６年度における災害マネジメント総括支援員及び 

災害マネジメント支援員の推薦について（依頼） 

 

 平素から、被災地における支援業務への積極的な職員派遣に御協力いただきありがとうござい

ます。 

今般、青森県総務部市町村課長より、応急対策職員派遣制度における災害マネジメント総括支

援員及び災害マネジメント支援員について推薦の依頼がありました。 

推薦がある場合には、筆頭課とりまとめのうえ、下記のとおり提出いただきますようお願いい

たします。 

 

記 

 

１ 回答期限    令和６年５月１６日（木） １７時 

          

２ 回答方法    別添「【通知】災害マネジメント総括支援員及び災害マネジメント支援員の

推薦について（依頼）」に記載の推薦基準等を確認し、別記様式１－２「災

害マネジメント総括支援員等推薦書」へ記入の上、人事課（マネジメント）

宛で、電子データにて提出してください。 

 ※各筆頭課とりまとめのうえ、提出をお願いいたします。 

 ※推薦者がいない場合はその旨フォローで回答をお願いいたします。 

 

３ そ の 他    制度概要については、別添「応急対策職員派遣制度」を御参照ください。 

 

 

 

担当：総務部人事課マネジメント推進人事チーム  

担当／岡本・山上 内線 2144 直通 017-734-5011 

別紙 


